
財務諸表に対する注記

　

１　重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　 減価償却資産について、定額法により減価償却を実施している。

（２）引当金の計上基準

　

（３）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

（４）リース取引の処理方法

ファイナンスリース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引係る方法に準じた会計処理になっている。

２　特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　　退職給付引当資産 5,894,929 2,964,343 0 8,859,272

　　減価償却引当資産 17,788,136 0 5,412,956 12,375,180

　　定年時退職積立資産 8,179,605 0 0 8,179,605

13,008,712 0 3,008,712 10,000,000

44,871,382 2,964,343 8,421,668 39,414,057

３　特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に

対応する額）

特定資産

　　退職給付引当資産 8,859,272 ― 0 (8,859,272)

　　減価償却引当資産 12,375,180（　　　　　0） (12,375,180) ―

　　定年時退職積立資産 8,179,605（　　　　　0） (8,179,605) ―

10,000,000（　　　　　0） (10,000,000) ―

39,414,057（　　　　　0） (30,554,785) (8,859,272)

  　配分金等支払基金積立資産

退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職金共済給付金を控除した金額を計上。

科　　目

  　配分金等支払基金積立資産

合　計

科　目

合　計
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４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　　建　物 8,017,628 6,776,617 1,241,011

　　構築物 564,998 480,506 84,492

　　車両運搬具 20,497,655 19,869,323 628,332

　　什器備品 9,178,615 8,361,539 817,076

　　リース資産 3,470,753 1,041,225 2,429,528

41,729,649 36,529,210 5,200,439

５　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。 （単位：円）

補助金の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上

の記載区分

補助金

　連合交付金 連合 0 15,861,000 15,861,000 0 ―

　運営補助金 秩父市 0 20,938,000 20,938,000 0 ―

0 36,799,000 36,799,000 0

６　引当金の増減及びその残高

（単位：円）

目的使用 その他

　　退職給付引当金 5,894,929 2,964,343 0 0 8,859,272
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固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次の通りである。(単位：円）

科　目

合　計

合　計

科　　目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高



附属明細書

　特定資産の明細、引当金の明細については財務諸表の注記に記載をしているため、

附属明細書への記載を省略する。
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